
１　重要な会計方針

（１）有価証券の評価方法

　　基本財産及びその他の固定資産である売買目的外の有価証券の評価方法は、時価法により行って

　いる。

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　棚卸資産の評価は、総平均法による原価基準により行っている。

（３）固定資産の減価償却

　　減価償却の方法は、建物及び無形固定資産については定額法（旧定額法含む）により、その他の

　固定資産にあっては間接法により、無形固定資産にあっては直接法により減額している。但し、事

　業の用に供している取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、３年間で均等償却してい

　る。

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数と

　し、残存価額を零とする定額法により実施している。

（４）引当金の計上基準

　　　　退職給与引当金・・・期末の給与月額の総額に相当する額を計上している。　　退職給付引当金は、期末退職給料の自己都合要支給額に相当する金額を計上している。

　　但し、坂本龍馬記念館及び埋蔵文化財センターを除く館については、平成25年度末までの不足額

　について調整額を計上している。

（５）リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンスリース取引について

　は、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　　但し、１件あたりのリース料総額300万円以下のものについては、引き続き賃貸借処理を行って

　いる。

（６）消費税等の会計処理

税込み方式で行っている。

２　基本財産、県民文化振興基金及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産、県民文化振興基金及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

(単位：円)

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

基本財産預金 363,200 499,636,800 499,243,840 756,160

投資有価証券 499,636,800 499,243,840 499,636,800 499,243,840

500,000,000 998,880,640 998,880,640 500,000,000

県民文化振興基金

県民文化振興基金預金 10,447,667 10,447,667

10,447,667 0 0 10,447,667

特定資産

建物附属設備 486,497 121,624 364,873

事業安定特定預金 182,874,831 310,918 11,563,282 171,622,467

従業員福利厚生特定預金 11,520,019 20,315 920,357 10,619,977

退職給付引当預金 60,209,819 29,487,706 30,895,283 58,802,242

総務部特定費用準備資金 4,500,000 0 4,500,000 0

美術館特定費用準備資金 23,675,000 23,675,000

歴史民俗資料館特定費用準備資金 2,200,000 5,220,000 7,420,000

坂本龍馬記念館特定費用準備資金 4,861,762 3,900,000 3,692,762 5,069,000

文学館特定費用準備資金 4,780,000 4,500,000 2,480,000 6,800,000

271,432,928 67,113,939 54,173,308 284,373,559

781,880,595 1,065,994,579 1,053,053,948 794,821,226

財　務　諸　表　に　対　す　る　注　記

　有形固定資産（美術品等資産は除く）については定率法（旧定率法含む）により行っている。有形
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３　基本財産、県民文化振興基金及び特定資産の財源等の内訳

基本財産、県民文化振興基金及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(単位：円)

当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対応
する額）

基本財産

基本財産預金 756,160 (0) (756,160) (0)

投資有価証券 499,243,840 (0) (499,243,840) (0)

500,000,000 (0) (500,000,000) (0)

県民文化振興基金

県民文化振興基金預金 10,447,667 (0) (10,447,667) (0)

10,447,667 (0) (10,447,667) (0)

特定資産

建物附属設備 364,873 (0) (364,873) (0)

事業安定特定預金 171,622,467 (0) (171,622,467) (0)

従業員福利厚生特定預金 10,619,977 (0) (10,619,977) (0)

退職給付引当預金 58,802,242 (0) (0) (58,802,242)

総務部特定費用準備資金 0 (0) (0) (0)

美術館特定費用準備資金 23,675,000 (0) (23,675,000) (0)

歴史民俗資料館特定費用準備資金 7,420,000 (0) (7,420,000) (0)

坂本龍馬記念館特定費用準備資金 5,069,000 (0) (5,069,000) (0)

文学館特定費用準備資金 6,800,000 (0) (6,800,000) (0)

284,373,559 (0) (225,571,317) (58,802,242)

794,821,226 (0) (736,018,984) (58,802,242)

４　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高（直接法により減価償却を行っている場合）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

(単位：円)

取得価額(累計) 減価償却累計額 当期末残高

無形固定資産 17,733,780 14,466,303 3,267,477

17,733,780 14,466,303 3,267,477

５　ファイナンス・リース取引関係

　　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理による所有権移転外ファイナンスリース取引

（１）リース資産の内容

　　　美術館における印刷機

（２）リース資産の減価償却の方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

科　　　　目

小　　計

小　　計

合　　計

科目

合　　計

小　　計


